
　

(2)今後の方向性
今後も、母子保健に関する正しい知識の普及、情報の提供を行い、育児支援につなげ
ていく。核家族化が進み、子育てについて身近に相談できる相手がいない保護者が増
えている現在において、当該事業により、妊娠・出産・育児に関する正しい情報を提供
し、知識の普及を図っていくことは重要である。また、事業を通じて参加者の方々が交
流することにより仲間づくりが行えるよう支援していくことで、母親の孤立防止と育児不
安の軽減が図れ、虐待防止につながっている。

・離乳食と歯の相談を充実させるため、「離乳食と歯のおはなしｻﾛﾝ」を実施。保護者の
不安軽減を図った。
・電話での申し込みに加え、電子申請での申し込みを開始した。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

対象者が乳幼児及びその家族であり、突然の体調不良等により直前のキャン
セルがある。

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況
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母子保健に関する正しい情報を提供するだけでなく、母親の孤立化、育児不安
の軽減を図る上でも重要であり、今後も引き続き実施していく必要があるため。
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継続

当該事業により、妊娠・出産・育児に関する正しい情報を提供し、知識の普及を図っていくことは重
要である。平成28年度より、子育て世代包括支援センター（母子保健型）を開設し専門相談員を配
置。妊娠期から子育て期にわたるまでの様々な相談に対応していく。また、事業を通じて参加者の
方々が交流することにより仲間づくりが行えるよう支援していくことで、母親の孤立防止と育児不安
の軽減が図れ、虐待防止につながっている。
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母子保健に関する正しい知識の普及、情報の提供を行い、妊娠・出産・育児に関する不安の軽減を図る。また、ともに育児をする仲間づくりのための支援を行う。
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母子保健法の制定により、母子保健水準の向上を図ることを目的として開始された。また、現在は核家族による母親の孤立等子育て環境の変化
から、子育て支援に重点を置いている。
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目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）
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平成28年度のみ、当初予算の
内訳となっています。

①沐浴実習、ビデオ鑑賞、パートナーとできる妊娠体操等
②妊娠中の保健と生活（栄養・歯科の講話を含む）、新生児の保育、諸制度の講話、調理実習
③離乳食の進め方、試食、歯科衛生士の講話等④9～11か月児とその保護者を対象に、離乳食の進め方、歯科衛生士の講話等
⑤栄養士による離乳食・食事の相談
⑥9～12か月児とその保護者を対象とした調理実習・試食
⑦多胎：ふたご・みつごと保護者（妊娠中の方も可）を対象とした交流会　未熟児：体重2,000ｇ未満で生まれた乳幼児と保護者を対象とした交流会
　口唇口蓋裂：口唇口蓋裂の子と保護者（妊娠中の方も可）を対象とした交流会　40代:妊娠中の40代の方、40代で出産した方と乳幼児を対象とした交流会
⑧計測及び保健師・栄養士・歯科衛生士による相談を市内まちづくりセンター等で実施。
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